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実施計画

第５次実施計画

144,958 144,958 92,675 92,675

1 総
総合計画、その
他の災害対策に
係る計画調整

災害時に迅速な対応する
ため地域防災計画に基づ
く防災対策を図る

関係部
局

義
務

防災対策
課

活動指標を達成し、
今後も見直しを随時
行っていく。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

1

総合計画、その
他の災害対策に
係る計画調整

防災対策
課

地域防災計画の
整備（水防法改
正等）

地域防災計画
の修正終了時
期

平成２２
年３月

平成２２
年３月

地域防災計画の
整備

地域防災計画
の修正終了時
期

平成２３
年３月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

1

総合計画、その
他の災害対策に
係る計画調整

防災対策
課

各部局災害時応
急対応マニュア
ルの整備

各部局提出の
協議回数

１５回 １５回
各部局災害時応
急対応マニュア
ルの整備

各部局提出の
協議回数

１８回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2 総
防災教育指導員
の設置

防災に対する知識や技術
を指導させ地域等の防災
力強化を図る

住民
政
策

防災対策
課

1,200

活動指標を達成し、
限られた職員数で効
果的な防災行政運営
を推進した、さらな
る活用が見込まれ
る。

Ａ 1,200 未 高 高 中 拡大 なし
増
や
す

2
防災教育指導員
の設置

防災対策
課

自主防災組織の
教育指導

防災訓練等の
指導日数

１２０日 １２０日 1,200
自主防災組織の
教育指導

防災訓練等の
指導日数

１２０日 1,200 済
必
要

不
可

不
可

無 有り 23

正規職員の健康管理
のため、勤務日数を
月１日、年１２日増
にする。また、本予
算を防災訓練事業に
移行する。

増
や
す

3 総 防災会議の開催
地域防災計画を見直し、
災害に関する情報の収集
を図る

会議委
員

義
務

防災対策
課

53
活動指標達成するこ
となく、目標内容を
達成している。

Ａ 202
現状維

持
なし 維持

3 防災会議の開催
防災対策

課 防災会議の開催
防災会議の実
施回数

年２回 年１回 53 防災会議の開催
防災会議の実
施回数

年１回 202
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

4 総
災害対策本部の
設置

災害時における指示及び
情報の収集を図る

本部委
員

義
務

防災対策
課

0

本部設置・整備の目
標値の対応ができる
よう準備を行い、災
害時には本部を設置
して対応し、また参
集システムの運用開
始に伴い、システム
を活用した図上訓練
等を実施した。

Ａ 1,174 2
災害対策マ
ニュアル整備
事業

現状維
持

なし 維持

4
災害対策本部の
設置

防災対策
課

災害対策本部の
調整

災害対策本部
の設置が可能
な日数

３６５日

設置可能
日数３６
５日（本
部設置日
数は８
日）

災害対策本部の
調整

災害対策本部
の設置が可能
な日数

３６５日 2
災害対策マ
ニュアル整備
事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

4
災害対策本部の
設置

防災対策
課 災対本部の整備

設置に伴う整
備期限

平成２２
年３月

平成２２
年３月

0 災対本部の整備
設置に伴う整
備期限

平成２３
年３月

65 2
災害対策マ
ニュアル整備
事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

4
災害対策本部の
設置

防災対策
課 図上訓練の実施

図上訓練の実
施回数

各部年２
回

年３回 0 図上訓練の実施
図上訓練の実
施回数

各部
年２回

1,109 2
災害対策マ
ニュアル整備
事業

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

5 総
地震災害警戒本
部の設置

災害時における指示及び
情報の収集を図る

本部委
員

義
務

防災対策
課

0

活動指標について目
標値の対応ができる
よう準備を行い、今
後も目標値を維持し
ていく。

Ａ 110
現状維

持
なし 維持

5
地震災害警戒本
部の設置

防災対策
課

地震災害警戒本
部の調整

地震災害警戒
本部の設置が
可能な日数

３６５日

設置可能
日数３６
５日（設
置実績な
し）

0
地震災害警戒本
部の調整

地震災害警戒
本部の設置が
可能な日数

３６５日 110
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

6 総
災害時飲料水対
策事業

災害時における飲料水の
確保を図る

住民
施
管

防災対策
課

504

清掃対象水槽のにつ
いて目標値を達成
し、修繕の対象は生
じなかった。

Ａ 3,467 未 高 中 高 縮小
減
ら
す

6
災害時飲料水対
策事業

防災対策
課

１００㌧水槽の
清掃

１００㌧水槽
の清掃対象数

８基中１
基
（年間）

１基 504
１００㌧水槽の
清掃

１００㌧水槽
の清掃対象数

８基中１
基
（年間）

882
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

6
災害時飲料水対
策事業

防災対策
課

１００㌧水槽の
修繕

１００㌧水槽
の修繕対象数

１基
修繕対象
なし

0
１００㌧水槽の
修繕

１００㌧水槽
の修繕対象数

１基 2,585
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
減
ら
す

実施計画
事業名

防災対策課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

防災対策課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）
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実施計画

第５次実施計画

144,958 144,958 92,675 92,675

実施計画
事業名

防災対策課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

防災対策課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

7 総 水防対策事業
水害による被害を軽減
し、公共の安全を図る

住民
政
策

防災対策
課

979

活動指標について目
標値の対応ができる
よう準備を行い、今
後も目標値を維持し
ていく。

Ａ 1,170 拡大 なし
増
や
す

7 水防対策事業
防災対策

課
車両の整備・管
理

車両の整備回
数

年２回 年５回 423
車両の整備・管
理

車両の整備回
数

年６回 531
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

7 水防対策事業
防災対策

課
情報システムの
管理運営

気象情報・河
川水位情報の
提供日数

３６５日 ３６５日 556
情報システムの
管理運営

気象情報・河
川水位情報の
提供日数

３６５日 639
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
増
や
す

7 水防対策事業
防災対策

課

風水害等災害応
急配備体制の調
整

風水害等災害
応急配備可能
日数

３６５日

配備可能
日数３６
５日（大
雨警報発
表等に伴
う対応日

風水害等災害応
急配備体制の調
整

風水害等災害
応急配備可能
日数

３６５日
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

7 水防対策事業
防災対策

課
水防対策訓練の
実施

２市１町によ
る図上訓練の
実施

年１回 なし
水防対策訓練の
実施

２市１町によ
る図上訓練の
実施

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

8 総
災害対策調整事
務

他市町村及び関係機関と
の調整を図る

関係機
関

内
部

防災対策
課

19

活動指標の達成につ
いては個々に異なる
が、事務事業の目標
内容については、成
果が出ている。

Ａ 53
現状維

持
なし 維持

8
災害対策調整事
務

防災対策
課

大規模災害対策
の調整

協議会等への
出席回数

年１０回

年６回
（七市四
町４回、
四市２
回）

19
大規模災害対策
の調整

協議会等への
出席回数

年１０回 53
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

8
災害対策調整事
務

防災対策
課

不測の事態の災
害対策調整

県との合同図
上訓練の実施
回数

年１回
年２回
（５月、
６月）

不測の事態の災
害対策調整

県との合同図
上訓練の実施
回数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

8
災害対策調整事
務

防災対策
課 災害対策の調整

他市町村及び
関係機関との
連絡調整回数

年６回

年１２回
（防災戦
略、イン
フルエン
ザ関係
等）

災害対策の調整
他市町村及び
関係機関との
連絡調整回数

年６回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

9 総
急傾斜地対策の
調整に関するこ
と

急傾斜地の把握及び調査
を行う

土地所
有者

政
策

防災対策
課

活動指標を達成し、
関係機関等との情報
の共有化がなされ
た。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

9

急傾斜地対策の
調整に関するこ
と

防災対策
課

急傾斜地の把握
及び調査

急傾斜地のパ
トロールの実
施

６月実施
（関係機
関等との
情報の共
有化）

６月実施
（関係機
関等との
情報の共
有化）

急傾斜地の把握
及び調査

急傾斜地のパ
トロールの実
施

６月実施
（関係機
関等との
情報の共
有化）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

10 総
自衛官募集に関
すること

自衛官募集を広報活動に
より市民に周知を図る

住民
義
務

防災対策
課

活動指標はの目標値
には達しなかった
が、募集相談員の委
嘱事務を行い、また
個別に調整会議を実
施し、事務事業を実

Ｂ 現状維
持

なし
予算
なし

10
自衛官募集に関
すること

防災対策
課 自衛官の募集

広報紙への掲
載回数

年４回 年２回 自衛官の募集
広報紙への掲
載回数

年４回 済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

10
自衛官募集に関
すること

防災対策
課 自衛官の募集

懸垂幕での周
知回数

年１回

中止（他
の市事業
との調整
による）

自衛官の募集
懸垂幕での周
知回数

年１回 済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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144,958 144,958 92,675 92,675

実施計画
事業名

防災対策課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

防災対策課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

10
自衛官募集に関
すること

防災対策
課

自衛官の募集に
係る調整

担当者会議へ
の出席回数

年１回

総合防災
訓練の日
程重複の
ため欠席
（個別調
整会議を
別途５回
実施）

自衛官の募集に
係る調整

担当者会議へ
の出席回数

年１回 済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

11 総
国民保護訓練の
実施

武力攻撃事態における対
処能力の向上を図るため
実践的な訓練を実施

職員及
び市民

義
務

国民保護対策
事業

防災対策
課

0

神奈川県の国民保護
計画の変更に伴い、
連絡・調整を行うに
とどまり、次年度に
おける市計画の変更
と併せて実施するこ
ととした。

Ｃ 237 6
国民保護訓練
の実施

現状維
持

なし 維持

11
国民保護訓練の
実施

防災対策
課

国民保護訓練の
実施

図上訓練回数 年１回 実施せず 0
国民保護訓練の
実施

図上訓練回数 年１回 60 6
国民保護訓練
の実施

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

11
国民保護訓練の
実施

防災対策
課

国民保護協議会
の開催

協議会の実施
回数

年２回 実施せず 0
国民保護協議会
の開催

協議会の実施
回数

年１回 124 6
国民保護訓練
の実施

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

11
国民保護訓練の
実施

防災対策
課

国民保護協議会
幹事会の開催

幹事会の実施
回数

年２回 実施せず 0
国民保護協議会
幹事会の開催

幹事会の実施
回数

年１回 53 6
国民保護訓練
の実施

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

11
国民保護訓練の
実施

防災対策
課 実施要領の整備

基本パターン
の作成

平成２２
年３月

未作成
（県の改
正予定に
より次年
度実施）

実施要領の整備
基本パターン
の作成

平成２３
年３月 6

国民保護訓練
の実施

済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

11
国民保護訓練の
実施

防災対策
課

マニュアルの整
備

各種マニュア
ルの作成

平成２２
年３月

未作成
（県の改
正予定に
より次年
度実施）

マニュアルの整
備

各種マニュア
ルの作成

平成２３
年３月 6

国民保護訓練
の実施

済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

12 総
国民保護対策本
部の設置

武力攻撃事態における情
報交換及び連絡調整を図
る

本部委
員

義
務

防災対策
課

活動指標について目
標値の対応ができる
よう準備を行い、今
後も目標値を維持し
ていく。

Ａ 現状維
持

なし 維持

12
国民保護対策本
部の設置

防災対策
課

国民保護対策本
部の調整

国民保護対策
本部の設置

３６５日

設置可能
日数３６
５日（実
績なし）

国民保護対策本
部の調整

国民保護対策
本部の設置

３６５日 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

13 総
緊急対処事態対
策本部の設置

緊急対処事態における情
報交換及び連絡調整を図
る

本部委
員

義
務

防災対策
課

活動指標について目
標値の対応ができる
よう準備を行い、今
後も目標値を維持し
ていく。

Ａ 現状維
持

なし 維持

13
緊急対処事態対
策本部の設置

防災対策
課

緊急対処事態対
策本部の調整

緊急対処事態
対策本部の設
置

３６５日

設置可能
日数３６
５日（実
績なし）

緊急対処事態対
策本部の調整

緊急対処事態
対策本部の設
置

３６５日 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

14 総
防災情報モバイ
ルサイト事業

防災気象情報を携帯電話
で提供することで、より
多くの情報伝達が得られ
る

住民
政
策

防災対策
課

5,645
システム運用につい
ての活動指標の目標
値を達成した。

Ａ 6,000 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

14
防災情報モバイ
ルサイト事業

防災対策
課

公式ＨＰによる
防災情報の提供

システムの運
用

３６５日
３６５日
運用

5,645
公式ＨＰによる
防災情報の提供

システムの運
用

３６５日 6,000
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

15 総 防災訓練事業
総合防災訓練の計画立案
及び実施

地域住
民

政
策

防災対策
課

2,635

東海岸小学校及び第
一中学校を会場とし
て開催し、活動指標
を達成した。

Ａ 2,589 未 高 高 高
現状維

持
なし

増
や
す

15 防災訓練事業
防災対策

課
総合防災訓練の
計画立案・実施

総合防災訓練
の実施回数

年１回 年１回 2,635
総合防災訓練の
計画立案・実施

総合防災訓練
の実施回数

年１回 2,589
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
増
や
す
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目標値
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活動

活動指標の名称
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活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

防災対策課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

16 総
防災資機材整備
事業

県の被害想定に基づき、
防災資機材等の備蓄整備
を図る

住民
政
策

防災資機材整
備事業

防災対策
課

38,327

備蓄品及び資機材に
ついては目標値に到
達し、協定等につい
ては大幅に目標値を
上回り事務事業を推
進した。

Ａ 25,347 3
防災資機材整
備事業

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

16
防災資機材整備
事業

防災対策
課 協定の整備

新規協定の締
結件数

年１件

年９件
（要領取
り交わし
を含
む。）

協定の整備
新規協定の締
結件数

年１件 3
防災資機材整
備事業

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

16
防災資機材整備
事業

防災対策
課 備蓄品の整備

備蓄食糧（乾
燥米飯・おか
ゆ）の購入数

14,000
食

14,000
食

22,230 備蓄品の整備
備蓄食糧（乾
燥米飯・おか
ゆ）の購入数

22,000
食

15,267 3
防災資機材整
備事業

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

16
防災資機材整備
事業

防災対策
課

防災資機材の整
備

備蓄トイレの
購入台数

年７０台 年７０台 16,097
防災資機材の整
備

備蓄簡易トイ
レの購入セッ
ト数

６００
セット

10,080 3
防災資機材整
備事業

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

17 総
自主防災組織育
成事業

自主防災組織の育成を図
る

自主防
災組織

政
策

防災対策
課

13,638

新型インフルエンザ
拡大防止のため影響
により、活動指標が
目標値を下回るもの
もあるが、全体とし
ては概ね事務事業の
達成に向けた成果が
出ている。今後は
茅ヶ崎版防災啓発Ｄ
ＶＤの作製などを検
討し、啓発活動をさ
らに推進する。

Ａ 17,717 1
自主防災組織
育成事業

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

17
自主防災組織育
成事業

防災対策
課

自治会連合会防
災訓練の実施

自治会連合会
防災訓練の実
施回数

１２回
（年間）

年９回
（新型イ
ンフルエ
ンザ対応
のため３
回中止）

2,287
自治会連合会防
災訓練の実施

自治会連合会
防災訓練の実
施回数

１２回
（年間）

2,220 1
自主防災組織
育成事業

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

17
自主防災組織育
成事業

防災対策
課

防災研修会の開
催

防災研修会の
実施回数

１回
（年間）

１回
（年間）

90
防災研修会の開
催

防災研修会の
実施回数

１回
（年間）

90 1
自主防災組織
育成事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

17
自主防災組織育
成事業

防災対策
課

防災リーダーの
育成

防災リーダー
養成研修会の
参加人数

１８０人 １４４人 2,263
防災リーダーの
育成

防災リーダー
養成研修会の
参加人数

１８０人 3,362 1
自主防災組織
育成事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

17
自主防災組織育
成事業

防災対策
課

自主防災組織へ
の資機材購入補
助

補助団体数
１３１団
体

１３１団
体

8,998
自主防災組織へ
の資機材購入補
助

補助団体数
１３１団
体

12,000 1
自主防災組織
育成事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

17
自主防災組織育
成事業

防災対策
課

女性消防隊の育
成

女性消防隊の
訓練・育成回
数

２回
（年間）

１回
（年間）

0
女性消防隊の育
成

女性消防隊の
訓練・育成回
数

１回 45 1
自主防災組織
育成事業

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

17
自主防災組織育
成事業

防災対策
課

自主防災組織及
び配備職員等と
の避難所打合せ
の実施

避難所打合せ
の実施回数

３１回 ３１回

自主防災組織及
び配備職員等と
の避難所打合せ
の実施

避難所打合せ
の実施回数

３１回 1
自主防災組織
育成事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

17
自主防災組織育
成事業

防災対策
課

配備職員を対象
とした防災訓練
の実施

防災訓練の実
施回数

１３回

９回（新
型インフ
ルエンザ
により４
回中止）

自主防災組織及
び配備職員を対
象とした防災訓
練の実施

防災訓練の実
施回数

１３回 1
自主防災組織
育成事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

17
自主防災組織育
成事業

防災対策
課

配備職員を対象
とした研修会の
開催

研修会の開催
回数

１回 １回

自主防災組織及
び配備職員等を
対象とした研修
会の開催

研修会の開催
回数

１回 1
自主防災組織
育成事業

済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

18 総
街頭消火器整備
事業

地震による火災の初期消
火を図る

住民
政
策

防災対策
課

7,728

活動指標を達成し、
事務事業の目的に向
けた成果が出てい
る。

Ａ 7,675 未 高 高 高
現状維

持
なし

増
や
す

18
街頭消火器整備
事業

防災対策
課

街頭消火器の管
理・詰替え

街頭消火器の
詰替え本数

５５０本 ５５０本 7,728
街頭消火器の管
理・詰替え

街頭消火器の
詰替え本数

５５０本 7,675
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

19 総
災害用案内板整
備事業

災害用避難案内板の更新
及び維持管理を図る

住民
政
策

避難標識整備
事業

防災対策
課

1,317

活動指標を達成し、
事務事業の目的に向
けた成果が出てい
る。

Ａ 691 未 高 高 高
現状維

持
なし

増
や
す
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19
災害用案内板整
備事業

防災対策
課

避難案内板等の
整備（修繕）

既存案内板の
整備数

１基 １基 83
避難案内板等の
整備（修繕）

既存案内板の
整備数

１基 180 済
必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

19
災害用案内板整
備事業

防災対策
課

避難案内板等の
整備（更新）

標識及び案内
板の整備数

４基 ６基 1,234
避難所内等表示
板の整備

避難所内等表
示板の整備箇
所

４５箇所 511 済
必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

20 総
災害応急対策事
業

水害による被害の応急対
応を図る

建設協
会

政
策

防災対策
課

0

風水害対応可能日数
について常に準備を
行い、今後も目標値
を維持していく。

Ａ 578 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

20
災害応急対策事
業

防災対策
課

風水害の対応に
備える

風水害の対応
可能日数

３６５日

対応可能
日数３６
５日（大
雨警報発
表等に伴
う対応日

0
風水害の対応に
備える

風水害の対応
可能日数

３６５日 578
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

21 総
防災倉庫整備事
業

既存防災倉庫等更新し災
害時に必要な資機材の保
管を図る

住民
政
策

防災倉庫整備
事業

防災対策
課

4,681
活動指標の目標値を
達成し、成果が出て
いる。

Ａ 3,010 未 高 高 高 拡大 なし
増
や
す

21
防災倉庫整備事
業

防災対策
課

防災倉庫の整備
（更新・新規）

防災倉庫の更
新・新規整備
数

２基
２基（香
川小、鶴
が台中）

4,515
防災倉庫の整備
（更新・新規）

防災倉庫の新
規整備数

１基 2,600
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

21
防災倉庫整備事
業

防災対策
課

防災倉庫の整備
（修繕）

防災倉庫の修
繕数

２基
２基（室
田小、松
林小）

166
防災倉庫の整備
（修繕）

防災倉庫の修
繕数

２基 410
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

22 総
津波対策訓練事
業

関係機関との連携や協力
体制の検証を行い、海岸
周辺住民や海岸利用者へ
の啓発普及活動を図る

住民
政
策

津波対策訓練
事業

防災対策
課

32
活動指標の目標値を
達成し、成果が出て
いる。

Ａ 未 高 高 高 拡大 なし
増
や
す

22
津波対策訓練事
業

防災対策
課

津波対策訓練の
実施

津波対策訓練
実施回数

年１回 年１回 32
津波対策訓練の
事前調整

関係機関等と
の連絡・調整

平成２３
年３月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

23 総
地域防災無線整
備事業

地域防災無線網の整備を
図る

住民
政
策

地域防災無線
整備事業

防災対策
課

3,076
活動指標の目標値を
達成し、成果が出て
いる。

Ａ 1,471 4
地域防災無線
整備事業

未 高 高 高 拡大 有り
増
や
す

23
地域防災無線整
備事業

防災対策
課

地域防災無線の
管理（点検・保
守）

地域防災無線
数

８３本 ８３本 2,851
地域防災無線の
管理

地域防災無線
の保守及び管
理日数

３６５日 471 4
地域防災無線
整備事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 23 ＭＣＡ無線の導入
増
や
す

23
地域防災無線整
備事業

防災対策
課

地域防災無線の
整備

地域防災無線
修繕箇所

２箇所

２箇所
（室田
小、鶴嶺
東コミセ
ン）

225
地域防災無線の
整備

地域防災無線
修繕箇所

２箇所 1,000 4
地域防災無線
整備事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 23 ＭＣＡ無線の導入
増
や
す

24 総
防災行政用無線
整備事業

災害時の情報伝達として
防災行政無線の維持管理
を行う

住民
政
策

防災行政用無
線屋外拡声子
局整備事業

防災対策
課

6,798
活動指標の目標値を
達成し、成果が出て
いる。

Ａ 8,608 未 高 高 高
現状維

持
なし

増
や
す

24
防災行政用無線
整備事業

防災対策
課

防災無線の整
備・管理

防災行政用無
線の点検保守
箇所

１１３局 １１３局 6,798
防災無線の整
備・管理

防災行政用無
線の点検保守
箇所

１１４局 8,608
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 23
防災行政用通信網整
備事業を取り込み

増
や
す

25 総
防災行政通信網
整備事業

既存の県防災行政無線シ
ステムを改良し、関係機
関との綿密な連絡連携を
図る

関係機
関

義
務

防災対策
課

934
システムの運用につ
いての活動指標の目
標値を達成した。

Ａ 1,059 未 高 高 高
休・廃

止
なし

減
ら
す

25
防災行政通信網
整備事業

防災対策
課

通信機器の維
持・管理

システムの運
用

３６５日
３６５日
運用

934
通信機器の維
持・管理

システムの運
用

３６５日 1,059 有り 23
防災行政用無線整備
事業へ移行

減
ら
す

26 総
防災行政用無線
屋外拡声子局整
備事業

災害時の情報伝達として
防災行政無線屋外子局の
デジタル化を図る

住民
政
策

防災行政用無
線屋外拡声子
局整備事業

防災対策
課

8,852
事務事業の目的は達
成し、成果が出てい
る。

Ａ 2,625 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持
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活動ごとの
予算額

基礎情報

防災対策課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

26

防災行政用無線
屋外拡声子局整
備事業

防災対策
課 子局の整備

子局の修繕箇
所数

８基

５基（北
陵高、漁
港、なぎ
さ保育園
東、柳島
記念館

4,095 子局の整備
子局の修繕基
数

５基 2,625
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

26

防災行政用無線
屋外拡声子局整
備事業

防災対策
課 子局の整備 新規設置箇所 １基

１基（環
境事業セ
ンター）

4,757 子局の整備
子局の新設設
置箇所数

１基
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

27 総
防災行政用無線
戸別受信機整備
事業

戸別受信機をカラー液晶
画面での文字情報伝達に
より、確実な情報提供を
図る

自主防
災会等

政
策

防災行政用無
線戸別受信機
整備事業

防災対策
課

9,676
活動指標の目標値を
達成し、成果が出て
いる。

Ａ 6,071 5
地域情報配信
システム整備
事業

未 高 高 高 拡大 なし
増
や
す

27

防災行政用無線
戸別受信機整備
事業

防災対策
課

戸別受信機の整
備

増設台数 ４６台 ４６台 3,260
戸別受信機の整
備

増設台数 １７台 1,225 5
地域情報配信
システム整備
事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

27

防災行政用無線
戸別受信機整備
事業

防災対策
課

戸別受信機の管
理

戸別受信機の
点検保守箇所

２９２台 ２９２台 4,689
戸別受信機の管
理

戸別受信機の
点検保守箇所

３０９台 4,846 5
地域情報配信
システム整備
事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

27

防災行政用無線
戸別受信機整備
事業

防災対策
課

戸別受信機シス
テム改修

運用開始
平成２１
年８月

平成２１
年８月

1,727
地域情報配信シ
ステムの運用

戸別受信機に
よるシステム
の運用

３６５日 5
地域情報配信
システム整備
事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

28 総
防災行政用無線
整備事業

災害時の情報伝達として
全国瞬時警報システムの
整備を図る

住民
政
策

防災行政用無
線整備事業

防災対策
課

22,415

活動指標の目標値を
達成し、総務省消防
庁のシステムの改善
点が明確になるな
ど、成果が出てい
る。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

28
防災行政用無線
整備事業

防災対策
課

全国瞬時警報シ
ステムの整備

運用開始
平成２１
年８月

平成２１
年８月

22,415
全国瞬時警報シ
ステムの運用

全国瞬時警報
システムの運
用

３６５日
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

29 総
職員参集システ
ム整備事業

災害発生時における職員
の安否確認及び人員配置
や体制の確立を図る

職員
政
策

職員参集シス
テム整備事業

防災対策
課

611

関係部署等との協議
を実施後、システム
を活用した訓練を実
施するなど、成果が
出ている。

Ａ 1,134 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

29
職員参集システ
ム整備事業

防災対策
課

職員参集システ
ム整備事業費

運用開始
平成２１
年８月

平成２１
年１１月
（７～９
月に関係
部署等と
の協議。
１０月に
職員への
説明会開
催及び登
録）

611
職員参集システ
ム整備事業費

参集システム
の運用

３６５日 1,134
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

30 総
災害障害見舞金
支給事業

災害応急活動中に係る損
害の補償等図る

協力者
政
策

防災対策
課

0
対応可能日数につい
て活動指標の目標値
を達成した。

Ａ 30 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

30
災害障害見舞金
支給事業

防災対策
課

災害活動中にお
ける経費

災害発生時対
応可能日数

３６５日

対応可能
日数３６
５日（実
績なし）

0
災害活動中にお
ける経費

災害発生時対
応可能日数

３６５日 30
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

701 総 防災講話の開催
地震などの自然災害に対
する防災思想の普及を図
る

希望住
民

政
策

防災講座推進
事業

防災対策
課

191

活動指標の目標値に
は達成しなかった
が、重複申請などで
日程調整がとれずに
開催できなかった講
座もあり、申請件数
では目標値を達成し
ている。過去３年間
全体においては事務
事業の目的は概ね達
成し、事業は終了と
した。今後は市民の
まなび講座で活用す
るとともに、職員に
よる防災講話により
対応する。

Ｃ

701 防災講話の開催
防災対策

課 防災講話の開催
防災講座の実
施回数

年２０回 年１５回 191
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所管
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活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
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総
括
フ
ラ
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予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
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①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
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②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
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③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開
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④
市
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協
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②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

702 総
地域活性化・経
済危機対策臨時
交付金事業

住民
政
策

防災対策
課

14,548
活動指標の目標値を
達成し、成果が出て
いる。

Ａ

702

地域活性化・経
済危機対策臨時
交付金事業

防災対策
課

エアーテ
ント３
セット、
デジタル
式テレビ
の購入

エアーテ
ント３
セット、
デジタル
式テレビ
の購入

14,548

888 総
災害応急対策活
動

本市域に、地震動・津波
等伴う諸現象による同時
多発的災害が発生した場
合に、被害を軽減し、応
急対策活動を部、課とし
て迅速的確に対処する。

全市民
等

義
務

防災対策
課

各種協定については
担当班への事務事業
の移管を実施して充
実を図り、マニュア
ルについては研修会
を開催することによ
り、当初に引き続き
年度末において再度
の検証及び見直しを
実施した。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

888
災害応急対策活
動

防災対策
課

部の災害応急対
策活動マニュア
ルの検証及び見
直し等（毎年）

マニュアルの
検証及び見直
し

５月

４～５月
（検証及
び見直
し）、１
０～２月
（見直

部の災害応急対
策活動マニュア
ルの検証及び見
直し等（毎年）

マニュアルの
検証及び見直
し

平成２３
年３月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

888
災害応急対策活
動

防災対策
課

災害情報の収集
及び部内各班へ
の連絡体制をと
るとともに、応
急対策準備に必
要な職員の配備
等（災害等発生
時）

応急対策準備
に必要な職員
を配備（防災
安全部）

１７名 １７名

災害情報の収集
及び部内各班へ
の連絡体制をと
るとともに、応
急対策準備に必
要な職員の配備
等（災害等発生
時）

応急対策準備
に必要な職員
を配備（市民
安全部）

２４名

888
災害応急対策活
動

防災対策
課

行政機関との協
定に基づく連
絡・調整

協定に基づく
連絡・調整

随時

企業庁水
道局等と
の協議
（マニュ
アルの整
備等５
回）

行政機関との協
定に基づく連
絡・調整

協定に基づく
連絡・調整

随時

888
災害応急対策活
動

防災対策
課

市内県立高等学
校、県立養護学
校及び私立学校
との協定に基づ
く連絡・調整

協定に基づく
連絡・調整

随時
連絡・調
整及び訓
練等５回

市内県立高等学
校、県立養護学
校及び私立学校
との協定に基づ
く連絡・調整

協定に基づく
連絡・調整

随時

888
災害応急対策活
動

防災対策
課

市内外事業所等
との協定に基づ
く連絡・調整

協定に基づく
連絡・調整

随時

協定の担
当班への
事務移管
に伴う連
絡・調整
等２回、
訓練実施
等に伴う
連絡・調
整等１０
回

市内外事業所と
の協定に基づく
連絡・調整

協定に基づく
連絡・調整

随時

888
災害応急対策活
動

防災対策
課

ＪＲ茅ヶ崎駅周
辺の混雑緩和に
対策に関する協
定に基づく関係
機関との連絡・
調整

発生段階に応
じて適切に対
策を実施した
割合

随時

協定に基
づく発動
及び協議
等５回

ＪＲ茅ヶ崎駅周
辺の混雑緩和に
対策に関する協
定に基づく関係
機関との連絡・
調整

発生段階に応
じて適切に対
策を実施した
割合

随時

888
災害応急対策活
動

防災対策
課

「茅ヶ崎市地域
防災計画」及び
「災害応急対策
活動マニュア
ル」に基づく各
種協定の運用

災害時におけ
る避難施設の
提供及びヘリ
コプター臨時
離着陸場の指
定等に関する
協定に基づく
協定先との連
絡調整

随時

協定に基
づく連
絡・調整
２回

茅ヶ崎市地域防
災計画」及び
「災害応急対策
活動マニュア
ル」に基づく各
種協定の運用

災害時におけ
る避難施設の
提供及びヘリ
コプター臨時
離着陸場の指
定等に関する
協定に基づく
協定先との連
絡調整

随時
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活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

防災対策課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

888 総 庁内共通事務
内
部

防災対策
課

1,099 1,099 457 457 縮小 23 水防対策事業へ移行
減
ら
す

999 総 部内調整事務
内
部

防災対策
課

現状維
持


